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第36回運輸政策セミナー
（2010. 5. 7）

政策研究大学院大学
（日本工営株式会社）

宮下 奈緒子

東京都区部における
産業構造・分布の変化と

市街地再編
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内 容

１．はじめに
～バブル期以降、東京に何が起こったか～

３．市街地開発の動向

４．都市鉄道から見た問題提起

２．産業構造・都市構造の変容

１．はじめに
～バブル期以降、東京に何が起こったか～
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1980年代後半のバブル経済
都市部を中心とした地価の高騰

31. はじめに

• 交通混雑

• 都市環境の悪化

• 業務機能以外の

都市機能の駆逐

東京の課題

• 都心の業務市街地化

• 都心周辺への拡大

• 業務核都市の成長

東京圏における
業務空間の拡大

1990年代初頭：バブル崩壊
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バブルの崩壊後・・・

41. はじめに

• 不況…民営事業所数・従業者数の減少

• 企業の倒産・統廃合、業界再編

• 人員整理（リストラ）、派遣社員の増加

• 情報通信技術の急速な進歩と普及

• サービス化・ソフト化・グローバル化の進展

産業活動を取り巻く環境の変化

産業構造の高度化とともに、
業務空間の需要や立地展開に変化？
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都心部で展開される活動の変化

バブルの崩壊後・・・
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• 都心部での人口増：人口の「都心回帰」

• 大規模な商業施設のオープン

東京都区部において、
土地・床・空間の需要に変化

この動向を把握することは、今後の
都市政策を考える上で重要

1. はじめに
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バブル期以降の東京都区部の市街地の変化は、

いつ、どのような因果関係で起こってきたのか。

各種の統計データをもとに、多角的にとらえる。

多様な変化を直感的・視覚的に理解できるデー

タの表現を試みる。

今後の都市計画・運輸政策に与える示唆は？

本発表の目的

1. はじめに
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内 容

１．はじめに
～バブル期以降、東京に何が起こったか～

３．市街地開発の動向

４．都市鉄道から見た問題提起

２．産業構造・都市構造の変容

１．はじめに
～バブル期以降、東京に何が起こったか～

２．産業構造・都市構造の変容
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（千代田区・中央区・港区）

（新宿区・渋谷区・品川区・
江東区）

（文京区・台東区・墨田区・
豊島区）

（大田区・目黒区・世田谷
区・中野区・杉並区・練馬
区・板橋区）

（北区・荒川区・足立区・葛
飾区・江戸川区）

 

東京都区部の人口の推移

2. 社会構造・産業構造の変容 ―人口分布―

資料：『住民基本台帳による東京都の世帯と人口』

郊外東部

郊外西部

都心周辺北部

都心周辺南部

都心三区
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9
町丁別人口密度（2006年）

2. 社会構造・産業構造の変容 ―人口分布―

資料：『住民基本台帳による東京都の世帯と人口』
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102. 社会構造・産業構造の変容 ―人口分布―

資料：『住民基本台帳による東京都の世帯と人口』

町丁別人口増減率（2006年/1996年）
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東京都区部の民営事業所数の推移

資料：『事業所・企業統計調査報告』

2. 社会構造・産業構造の変容 ―事業所分布―

（千代田区・中央区・港区）

（新宿区・渋谷区・品川区・
江東区）

（文京区・台東区・墨田区・
豊島区）

（大田区・目黒区・世田谷
区・中野区・杉並区・練馬
区・板橋区）

（北区・荒川区・足立区・葛
飾区・江戸川区）

 

郊外東部

郊外西部

都心周辺北部

都心周辺南部

都心三区
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122. 社会構造・産業構造の変容 ―事業所分布―

町丁別事業所密度（2006年）

資料：『事業所・企業統計調査報告』
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132. 社会構造・産業構造の変容 ―事業所分布―

資料：『事業所・企業統計調査報告』

町丁別事業所増減率（2006年/1996年）
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142. 社会構造・産業構造の変容 ―事業所分布―

事

業

所

数

従

業

者

数

（
万
事
業
所
）

（十
万
人
）

郊 外 西 部都心周辺南部都 心 三 区 都心周辺北部 郊 外 東 部

千
代
田

中
央

港

千
代
田

中
央

港

新
宿

渋
谷

品川

江東

新
宿

渋
谷

品川

江東 豊島

文京

台東

墨田

豊島

文京

台東

墨田

板橋

練馬

中野

世田谷

杉並

大田

目黒

板橋

練馬

中野

世田谷

杉並

大田

目黒

北

足立

江戸川

荒川

葛飾

北
足立

江戸川

荒川
葛飾
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152. 社会構造・産業構造の変容 ―事業所分布―

産業別事業所数の変化

その他

運輸業

建設業

製造業

卸売・小売業

飲食店、宿泊業

教育、学習支援業

医療、福祉

情報通信業

サービス業（他に分
類されないもの）

資料：『事業所・企業統計調査報告』

（
単
位
共
通
＝
万
事
業
所
）
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バブル崩壊後の都区部における事業所分布の推移

16

都区部全体の事業所数・従業者数は、1990年代後半

以降伸びていないが、都心及び都心周辺の一部地区で

のみ増加し、その他の地区では減少するなど、地域的な

傾向の違いがあらわれている。

その違いは、地区の産業構造に依拠しているとみられる。

情報通信業やサービス業など、成長産業の立地に

地域的な偏り

卸売・小売業など、全体として事業所数が減少して

いる産業でも、地区によって増減傾向が異なる

2. 社会構造・産業構造の変容 ―事業所分布―

●

●
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事 業 所 数 従 業 者 数

172. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：情報通信業―

情報通信業の民営事業所数・従業者数推移（産業中分類別）

資料：『事業所・企業統計調査報告』

映像・音声
文字情報
制作業

インター
ネット付随
サービス業
（2001～）

情 報
サービス業

放送業

通信業
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182. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：情報通信業―

資料：『事業所・企業統計調査報告』

情報サービス業の民営事業所数・従業者数（2006年）



© Naoko MIYASHITA, Institute for Transport Policy Studies, 2010

192. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：情報通信業―

資料：『事業所・企業統計調査報告』

インターネット付随サービス業の民営事業所数・従業者数（2006年）
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202. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：情報通信業―

資料：『事業所・企業統計調査報告』

映像・音声・文字情報制作業の民営事業所数・従業者数（2006年）
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事 業 所 数 従 業 者 数

212. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：サービス業―

サービス業の民営事業所数・従業者数推移（産業中分類別）

資料：『事業所・企業統計調査報告』

その他のサービス業

広告業

専門サービス業

洗濯・理容・
美容・浴場業

その他の事業サービス業

宗 教

政治・経済・文化団体

物品賃貸業

機械等修理業

学術・開発
研究機関

その他の生活
関連サービス業

娯楽業 廃棄物処理業
自動車修理

業
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他に分類されない事業サービス業

労働者派遣業

警備業

民営職業紹介業

建物サービス業

計量証明業

商品検査業

速記・ワープロ入力・複写業

222. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：サービス業―

その他の事業サービス業の従業者数推移（産業小分類別）

労働者派遣業

従 業 者 数

資料：『事業所・企業統計調査報告』

その他の事業サービス業
従業者数分布（2006年）
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経営統合やフランチャイズ化
小売店舗の大規模化

2. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：卸売・小売業―

資料：『事業所・企業
統計調査報告』

卸売・小売業の民営事業所数・従業者数推移（単独/本所/支所 別）

卸

売

業

小

売

業

事 業 所 数 従 業 者 数

小売業で「支所」増加
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都心三区では
事業所数横ばい

都心の人口増
複合都市開発に
よる商業施設増

2. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布：卸売・小売業―

小売業の民営事業所数推移（単独/本所/支所 別、エリア別）

事 業 所 数

資料：『事業所・企業統計調査報告』

都心三区

都心周辺南部

都心周辺北部

郊外西部

郊外東部

（ 小 売 業 ）
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情報通信業

サービス業
（他に分類されないも
の）

卸売・小売業

• 都心に集積し、さらにその傾向を強めている

• 特に、近年伸びが大きいインターネット附随サービ
ス業は、港区や渋谷区南部に集中

人口・産業の
分布の変化

2. 社会構造・産業構造の変容 ―産業分布―

• 従業者数の顕著な伸びは、労働者派遣業の従業
者数増加が寄与している

• 労働者派遣業の従業者数は新宿区などで伸びが
大きいが、オフィスの需要動向との関係の把握が
困難になっている可能性がある

• 小売業の支所数増加など、業界再編の動き

• 全体での事業所数減少傾向の中、都心では横ば
い・・・都心人口増が背景？

床の供給動向と関連？
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都心三区（千代田区・中央区・港区）

都心周辺南部（新宿区・渋谷区・品川
区・江東区）

郊外東部（北区・荒川区・足立区・葛飾
区・江戸川区）

郊外西部（大田区・目黒区・世田谷区・
中野区・杉並区・練馬区・板橋区）

都心周辺北部（文京区・台東区・墨田
区・豊島区）

資料：「国土数値情報ダウンロードサービス」

2. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―

公示地価の推移
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①1983年 ②1986年

③1991年 ④2001年 ⑤2008年

5 10         20         40         80       160    (十万円/㎡)

 

①

②

③

④

⑤

  

   

0 12km

2. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―

公示地価の推移
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用途別床面積の推移（1985～1989年） 期間中平均年間増減量及び増減率

 

事務所
店舗
百貨店
銀行

住宅
ｱﾊﾟｰﾄ

その他

事

務

所

等

住

宅

等

5

3

1

-1

-3

70万㎡
35
10

期間中平均
年間増減量

期間中平均
年間増減率

（％）

282. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―
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用途別床面積の推移（1990年）

 

事務所
店舗
百貨店
銀行

住宅
ｱﾊﾟｰﾄ

その他

5

3

1

-1

-3

70万㎡
35
10

期間中平均
年間増減量

期間中平均
年間増減率

（％）

期間中平均年間増減量及び増減率

事

務

所

等

住

宅

等

292. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―
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用途別床面積の推移（1991～1997年）

 

事務所
店舗
百貨店
銀行

住宅
ｱﾊﾟｰﾄ

その他

5

3

1

-1

-3

70万㎡
35
10

期間中平均
年間増減量

期間中平均
年間増減率

（％）

期間中平均年間増減量及び増減率

事

務

所

等

住

宅

等

302. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―



© Naoko MIYASHITA, Institute for Transport Policy Studies, 2010

 

 

用途別床面積の推移（1998～2002年）

 

事務所
店舗
百貨店
銀行

住宅
ｱﾊﾟｰﾄ

その他

5

3

1

-1

-3

70万㎡
35
10

期間中平均
年間増減量

期間中平均
年間増減率

（％）

期間中平均年間増減量及び増減率

事

務

所

等

住

宅

等

312. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―
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用途別床面積の推移（2003～2007年）

 

事務所
店舗
百貨店
銀行

住宅
ｱﾊﾟｰﾄ

その他

5

3

1

-1

-3

70万㎡
35
10

期間中平均
年間増減量

期間中平均
年間増減率

（％）

期間中平均年間増減量及び増減率

事

務

所

等

住

宅

等

322. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―
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バブル期以降の地価と床面積

都区部では、バブル経済期よりも、バブル崩壊後の地価

暴落期において、床供給が盛んであり、都心には事務所

等、郊外には住宅等が大量に供給された。

地価が下げ止まった2000年前後から、都心に住宅の供

給が増え始めた。

2003年頃から事務所等の供給もやや回復してくるが、

供給される地域は都心及び都心周辺南部の地区に著し

く偏っており、これらの区では事務所等と住宅等の供給

が同時に盛んになっている。

332. 社会構造・産業構造の変容 ―公示地価と用途別床面積―

人口・産業の分布の変化と関連

床はどのように供給？
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内 容

１．はじめに
～バブル期以降、東京に何が起こったか～

３．市街地開発の動向

４．都市鉄道から見た問題提起

２．産業構造・都市構造の変容２．産業構造・都市構造の変容

３．市街地開発の動向
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用途別床面積の推移

＜凡例（共通）＞都区部全体

港 区 千代田区

資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数
及び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

3. 市街地開発の動向
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用途別床面積 年間増減量の推移

＜凡例（共通）＞都区部全体

港 区 千代田区

資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数
及び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

3. 市街地開発の動向
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3. 市街地開発の動向 37

港区の床面積年間増減量

＜凡例＞ 用途別床面積年間増減量

全用途

事務所、店舗、百貨店、銀行

住宅、アパート

病院、ホテル

工場、倉庫、市場

その他

資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数
及び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）
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港区の床面積年間増減量

＜凡例＞ 床面積年間増減量

全用途

資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数
及び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

3. 市街地開発の動向
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港区の床面積年間増減量と超高層建築物竣工の状況

超高層建築物※延床面積

5万㎡未満

5万㎡以上 10万㎡未満

10万㎡以上 20万㎡未満

20万㎡以上

＜凡例＞ 床面積年間増減量

全用途

※高さ60ｍ以上

資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数
及び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍ
を超えるもの）」

3. 市街地開発の動向
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港区の床面積年間増減量と超高層建築物竣工の状況

超高層建築物※延床面積

5万㎡未満

5万㎡以上 10万㎡未満

10万㎡以上 20万㎡未満

20万㎡以上

＜凡例＞ 床面積年間増減量

全用途

年初の
床面積

次の年の
床面積

滅 失

超高層新築

その他新築

床面積年間増減量

ストック

ストック

ストック

3. 市街地開発の動向
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港区の床面積年間増減量と超高層建築物竣工の状況

超高層建築物※延床面積

5万㎡未満

5万㎡以上 10万㎡未満

10万㎡以上 20万㎡未満

20万㎡以上

＜凡例＞ 床面積年間増減量

全用途

3. 市街地開発の動向

※高さ60ｍ以上

資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数
及び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍ
を超えるもの）」
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（～1984年）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（1985～1989年）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

433. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（1990～1994年）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（1995～1999年）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域
鉄道（当該期間開通）
鉄道駅（当該期間開業）

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門

ゆりかもめ

南北線
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（2000～2004年）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域
鉄道（当該期間開通）
鉄道駅（当該期間開業）

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門

南
北
線

三田線

大江戸線
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（2005～2009年）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物竣工の状況
（2010年～）

＜凡 例＞

超高層建築物

当該期間竣工

当該期間以前竣工

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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特
定
街
区

再
開
発
等
促
進
区
を

定
め
る
地
区
計
画

493. 市街地開発の動向

東京都の都市開発諸制度（1）

原則として、
都市基盤の整った
街区が対象

工場跡地など、
まとまった規模の
低・未利用地

●有効な空地の確保、壁面の位置の制
限等と併せ、容積率、斜線制限、絶対
高さ制限等を緩和

●土地利用の転換の推進

●建築物と公共施設の一体的・

総合的な市街地の開発整備

●用途・容積率等の制限緩和

参考：東京都都市整備局HP
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/cpproject/intro/description_1.html

創設：
1951年

※1988年に再開発地区計画として創設、2003年に住宅地高度利用地区計画と統合

創設※：
1988年
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高
度
利
用
地
区

総
合
設
計

503. 市街地開発の動向

東京都の都市開発諸制度（２）

住宅密集
地域など

一般の計画

●再開発を促進
●壁面の位置の制限、建ぺい率の低減などと併せ

て、容積率を緩和し土地の高度利用化を図る

●容積率、斜線
制限等の緩和

参考：東京都都市整備局HP
http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/cpproject/intro/description_1.html

東京都
導入：
1976年

現行へ
の改正：
1975年
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（～1984年）

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

（該当なし）

（該当なし）

大規模な開発は、特定街
区制度による開発が中心。
やや規模の小さい開発は、
総合設計制度による。

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

（該当なし）

（該当なし）

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（1985～1989年）

芝浦・港南地区での住宅市
街地整備事業
赤坂・六本木；高度利用地
区での市街地再開発事業

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

（該当なし）

（該当なし）

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（1990～1994年）

虎ノ門・神谷町、芝付近：
総合設計制度による開発

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域
鉄道（当該期間開通）
鉄道駅（当該期間開業）

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

（該当なし）

（該当なし）

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（1995～1999年）

台場・品川駅東口・田町
駅東口での再開発等促進
区を定める地区計画によ
る大規模開発開始

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域
鉄道（当該期間開通）
鉄道駅（当該期間開業）

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

（該当なし）

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（2000～2004年）

再開発等促進区を定める
地区計画による、大規模
な土地利用転換型の開発

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（2005～2009年）

総合設計制度による超高
層建築物が、区全体に広
がり

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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資料：『東京都統計年鑑』-「地域、種類、構造別家屋の棟数及
び床面積」（各年1月1日現在の用途別床面積）

『建築統計年報 2009年度版』-「超高層建築物一覧表（60ｍを
超えるもの）」0 2km

JR
公営・私営鉄道
鉄道駅
港区域

超高層建築物（当該期間竣工）

総合設計

特定街区

再開発等促進区を
定める地区計画

高度利用地区

＜凡 例＞

（該当なし）

港区の超高層建築物に係る開発諸制度の適用状況
（2010年～）

六本木・神谷町周辺で多
くの開発計画が進行
環二周辺の再開発が進む
可能性

3. 市街地開発の動向

六本木

赤坂

新橋

浜松町

品川

麻布十番

三田

田町

神谷町

虎ノ門
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港区における都市開発諸制度の適用状況

制度名 制度概要 指定要件 適用状況

特定街区
都市基盤の整った特定の街区において、
空地確保等地域の整備改善に寄与す
る場合、容積率等を緩和。

原則0.5ha以上
1980年代前半までに事
例が多い。

高度利用
地区

細分化敷地の統合等により、土地の高
度利用と防災性の向上を図る。
市街地の整備改善とあわせて、容積率
等を緩和。

原則0.5ha以上
赤坂・六本木・三田等を
中心に、市街地再開発
事業を誘導。

再開発等
促進区を
定める地
区計画

まとまった規模の低・未利用地において、
公共施設と建築物の一体的開発。

原則1.0ha以上

台場・品川駅東口・汐
留等大規模な土地利用
転換。1990年代後半か
ら2000年代前半に多い。

総合設計
一定規模以上の敷地面積及び一定割
合以上の空地を有する建築計画につい
て、容積率等を緩和。

原則500㎡以上
（用途地域による）

港区の超高層建築物
の約47％が利用。

小規模な敷地でも、高容積の建築物が可能

3. 市街地開発の動向
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港区の床面積の増加には、超高層建築物が
大きく寄与している。

このことによる影響は？

2000年代前半までは、ある程度の広がり・ま
とまりを持った地区で超高層建築物が計画さ
れてきた。また、交通アクセスの改善にともな
う開発の進行もみられる。

港区における市街地開発の状況

2005年以降は、地区によらず、港区全域で
超高層建築物が竣工している（総合設計制
度の活用）。

3. 市街地開発の動向
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614. 都市鉄道から見た問題提起

運輸政策審議会答申第18号（2000年）時点での

予測を大きく上回るペースでの人口増加
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69

東京都心においては、バブル崩壊後も市街地開発
が精力的に続けられ、床が供給されてきた。

都市の活性化とインフラ容量とのバランスを

どのように図っていくべきか

このことが、都心人口の回復や産業の集積に寄与し、
新しい都市像を創出してきた。

まとめと問題提起

4. 都市鉄道から見た問題提起

一方で、予測を大幅に上回るペースでの鉄道駅乗
降者数の増加

鉄道駅の容量不足が、新たな課題
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これまでは、新規路線の開通や、新駅の開業により、
乗降者数の増加がもたらす負荷が分散されてきた。

今後は、将来の人口減少傾向、東京メトロの民営化
などにより、新線建設などの大規模投資は難しい。

70

まとめと問題提起

都心では、今後も大規模な再開発計画

• 駅の改良に関する費用負担は？
―― 開発事業者（原因者）、鉄道事業者、自治体…？

• 開発事業と、鉄道駅容量改善のタイミングのずれ

4. 都市鉄道から見た問題提起
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①

② ③

④

⑤ ⑥
⑦

⑧⑪⑩⑨

2010年竣工 … ③ (仮称)虎ノ門1丁目計画、⑤ (仮称)六本
木一丁目北計画

2011年竣工 … ① (仮称)赤坂2丁目3計画 、② アークヒル
ズフロントタワー 、⑧ 御成門プロジェクト、⑨ THE 
ROPPONGI TOKYO

2012年竣工 … ⑩(仮称)六本木一丁目南地区市街地再開発
ビル、⑪虎ノ門・六本木地区第一種市街地再開発事業

2014年竣工 … ④ 環二再開発Ⅲ街区
竣工予定不明 … ⑥ パストラル建替え、⑦ 気象庁虎ノ門庁

舎(仮称)・港区立教育センター整備等事業

4. 都市鉄道から見た問題提起
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